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—生き埋め被災者のための救助要請MAPデータの配信

松崎 頼人1,a) 榎原 博之1,b)

受付日 2012年3月8日，再受付日 2012年6月18日 / 2012年7月26日，
採録日 2012年8月27日

概要：我々は，センシングにより家庭環境を快適にするスマートホームシステムのホームサーバを利用し
て，地震災害時における被災状況の確認や被災者の救助支援に応用するシステムを提案し，その実現を目
指している．そこで本論文では，本システムを実現するために必要なデータ配信手法について検討する．
提案システムは，緊急地震速報を検知するとホームサーバが必要に応じて近隣のホームサーバと通信を開
始し，アドホックネットワークを構築する．各ホームサーバどうしは通信により情報を共有し合うことで，
地震発生後に在宅情報などから生き埋めなどの被災者を特定して，救助要請MAPを作成する．救助要請
MAPはホームサーバからモバイル端末により取得できるため，救助隊や地域の住民が利用することにより
救助活動を効率的に行うことが可能となる．本提案を実現するためには，公園や工場などホームサーバが
導入できない場所による通信の切断の問題を考慮しなければならない．そこで，そのような場所にホーム
サーバどうしの通信を補助するための中継機を設置することを提案する．予備実験として無線 LANの通
信について実測実験を行い，それを基にシステムをモデル化してシミュレーション実験を行う．本シミュ
レーションから，本提案を実現するために必要なスマートホームの普及率を定量的に示すことができ，中
継機の設置により低い普及率においてもシステムを維持できることを示す．さらに，救助要請MAP収集
に必要な通信について，モバイル端末を携帯するユーザがシミュレーションエリア内を自由に移動したと
きにどの程度の規模の情報を収集できるかについて示す．その結果，本提案システムではスマートホーム
の普及率が 50%あれば，十分にシステムを維持できることが分かった．
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Abstract: We propose a rescue support system for victims in an earthquake disaster, using home servers of
smart homes that realize a comfortable home environment by sensing, and aim to achieve this system. In this
paper, we consider the method of data delivery to achieve our system. Our proposed system is starting com-
munication between neighboring home servers, and set up ad-hoc networks, when it detects the Earthquake
Early Warning. By sharing information with each other through communication, each home server identifies
buried victims etc. by information such as being at home after the earthquake, and generates a Rescue Re-
quest MAP. As we can get the Rescue Request MAP by mobile devices from home servers, this system can
efficiently help rescue operations by rescuers and local residents. To achieve our proposal, we must consider
a disconnected communication problem, because the home server can’t be put in park area, factory area,
and so on. Therefore, we propose to set repeaters to aid communication between home servers. In order
to evaluate performance, we measure actual experiments for wireless LAN communication as preliminary
experiments, and perform simulations with modeling systems based on actual experiment results. From our
simulations, we quantitatively show the penetration of smart home that needed to achieve this proposal, and
find that this system can maintain in the low penetration rate by setting repeaters. We also show amount
of information a user with a mobile device gets, when the user walk around freely for collecting a Rescue
Request MAP. As a result, we found that our proposed system can be maintained in the penetration rate of
50%.
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1. はじめに

日本は自然災害の多い国であり，被災対策として様々な

分野で研究が進められている．特に地震においては 1995

年の阪神・淡路大震災，2011年の東日本大震災などでの甚

大な被害を受けて，その対策は非常に重要なものになって

いる．地震被害で問題となるのは，停電やインフラ機能の

損傷によって通信機能を利用できなくなることであり，こ

れは交通機関への被害にとどまらず，セキュリティ会社お

よび各種公共機関の救助活動を遅延させる原因となる．阪

神・淡路大震災において，神戸市消防局と自衛隊による救

出時の初日の生存率は約 75%であった．しかし，3日目の

生存率はわずか 15%程度であり，時間の経過とともに救出

時の生存率は急激に低下している [1]．そのため，救助活動

の遅延は重大な問題となる．

このような問題から，地震被災後における通信機能の維

持または通信障害からの迅速な回復をどのように行うかが

重要であり，無線通信分野での研究が進められている．そ

の 1つにアドホックネットワークの研究があり，インフラ

の整備を行う必要もなく低コストで実現が可能なため，地

震など災害時におけるネットワークとしての利用が考えら

れている．

家庭内のネットワークにおいては，スマートホームが注

目されている（図 1）．これは，家庭内に存在する家電製品

や防犯システムなどを一律に制御するシステムで，周囲の

環境情報を収集するためのセンサが複数配置されている．

ユーザの各家庭には，家電製品・防犯システムおよび各種

センサを制御するためのサーバ（ホームサーバ）が設置さ

れ，外部ネットワークに接続されているので，ユーザの在

宅の有無にかかわらず制御が可能である．防犯システムに

ついてはセキュリティ会社および各種公共機関との連携に

より，緊急時にも素早い対応を可能とする．

我々は地震時の被災対策として，各家庭のスマートホー

ムにおけるホームサーバを用いてアドホックネットワー

クを構築するスマートホームネットワークと，このネット

ワークを用いた救助活動を支援するシステムの実現を目

指す．そこで本研究では，各家庭のホームサーバ間におけ

る通信およびデータ配信手法について提案する．スマート

ホームネットワークでは，停電などで有線ネットワークが

使用できなくなった場合，各家庭のホームサーバはバッテ

リ駆動のノードとして周囲ノードと無線通信によりアド

ホックネットワークを構築することでシステムを維持する

ことができる．また，各ホームサーバは相互に各種センサ

情報などを共有することで，災害発生を検知するなど様々
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な動作を行う．まず，地震時に緊急地震速報により地震の

発生を知ることで，数秒程度前にホームサーバが自動で災

害対策などを行うことができる．地震発生後にホームサー

バは共有情報を基にして救助要請MAPを作成する．救助

要請MAPでは，救助を求めている人が存在する確率の高

い場所に救助要請を表示する．モバイル端末などでホーム

サーバにアクセスすることで，救助を必要としている場所

を特定でき，効率良く救助作業を行うことができる．

しかし，本提案を実現するためにはいくつか考慮しなけ

ればならないことがある．1つは，公共機関が所有する場

所，民間企業が所有する場所によりホームサーバ間の通信

が届かなくなり，ネットワークの範囲を十分に確保できな

くなることである．そこで，このような場所に中継機を設

置することを提案し，広範囲で情報共有を可能にする．も

う 1つは，ネットワークの範囲が地域内のみとなり，外部

から孤立することである．こちらは，救助要請MAPを作

成する点においては問題は発生しないが，被災地域の安否

確認時や被災地域住民が外部へ情報を求める場合などに対

応することができなくなる．そのため，公共施設内に設置

する中継機の中からいくつかをインターネットなどの外部

ネットワークへアクセスできるようにすることで，ネット

ワークが孤立化することを防ぎ，外部との通信手段を確保

できるようにする．さらに，本システムは救助要請MAP

を救助者の持つモバイル端末に配布することで救助活動を

支援する．つまり，救助者が地域内を自由に移動する中で，

どの程度の範囲の情報を取得できるかを知る必要がある．

予備実験として実機を 2台利用した実測実験を行い，そ

のデータを基にシステムをモデル化してシミュレーション

実験を行う．実測実験では，無線 LAN通信について通信

範囲や通信速度を調べる．シミュレーション実験では，ど

の程度普及すればよいかを示す接続率特性，モバイルユー

ザの救助要請MAP情報の収集率を示す情報取得率特性か

らシステムの有効性を定量的に示す．また，中継機の導入

の有無による性能の変化についても評価する．

以下に本論文の構成を示す．2章では，関連研究につい

て述べ，提案システムとの比較を行う．3章では，本研究

での提案手法であるスマートホームネットワークの構築お

よび救助要請MAPについて述べる．4章では，提案手法

について実測とシミュレーションをそれぞれ行い，性能評

価および考察を行う．5章では，本研究の結論について述

べる．

2. 関連研究

スマートホームやパラサイトヒューマン [2] のように

センサネットワークによるセンサ情報を基に機械が能動

的に人へサービスを提供するシステムは，アンビエント

情報社会 [3] と呼ばれる将来の情報社会像の中に含まれ

る．アンビエント情報社会では赤ん坊から高齢者まで ICT
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図 1 スマートホームサービスの例

Fig. 1 Example of services by smart home.

（Information and Communication Technology）のメリッ

トを享受できるようにすることを目的としており，機械が

人の状態・状況に合わせて動作することで，リアルタイム

にサービスを提供することができる．

アドホックネットワークの中でも，特にモバイル端末に

より形成されるものをMANET（Mobile Ad-hoc Network）

と呼び，文献 [4]では次世代のインターネットに必要不可

欠な技術として期待されている一方で，想定されるネット

ワークレベルでの課題について述べている．また，アドホッ

クネットワークにおける無線規格としては，IEEE802.11，

Bluetooth [5]，ZigBee [6]などが有名であり，様々な用途で

使用される．

災害時のアドホックネットワークの研究として，緊

急通信無線網のアクセス方式である ECCA（Emergency

Communications combining Centralized and Ad hoc Net-

working）[7]がある．ECCAは，平常時は各ノードと基地

局間で直接通信を行っているが，地震などの災害時に基地

局と直接通信できなくなった場合は，近隣のノードにマル

チホップして基地局と直接通信が可能なノードまでアド

ホックネットワークで通信を行うことで基地局までの通信

網を作るというハイブリッド方式により成り立っている．

また，近隣ノードのルーティングには LISNER（Listen &

Search Neighbor Environment Protocol）方式を提案して

いる．ECCAの通信チャネルにはデータチャネルと制御

チャネルがあり，制御チャネル（CCCH）には基地局との

通信エリア内にある全端末数分のミニスロットがあるの

で，各端末は専用のミニスロットでのみ通信できるように

なっている．LISNER方式では，CCCHを利用してルート

探索を行い，より端末ホップ数の少なくなるようにするこ

とで，効率的なシステムの実現を図っている．しかし，各

端末は直接通信はできなくてもアドホック通信により近隣

ノードに通信ができ，直接基地局に通信する機能の残って

いるノードが 1つ以上あることを前提としているため，完

全に故障した端末の対応は述べられていない．さらに，電

力供給が停止した場合の対策が述べられていないため，地

震災害時に停電が発生すると通信自体ができない可能性が

ある．

日本での被災時における情報システムの研究には，被災

情報提供システム [8]がある．被災情報提供システムは，

耐震強度の高い建物間で被災地全体をカバーする幹線ネッ

トワーク，周辺の中・小規模の避難所から構成される支線

ネットワークの 2種類のネットワークにより構成される．

幹線ネットワークを設置する基地局では長距離伝送できる

指向性のアンテナを設置し，支線ネットワークを設置する

避難所では幹線基地局へ直接接続またはマルチホップによ

る接続を行えるような無指向性のアンテナを設置すること

で，被災地域全体を幹線基地局を介したマルチホップ通信

によるネットワークを構築する．この研究では，地形や災

害後の状況変化に強く安定したネットワークを構築するた

めのアルゴリズムを提案しており，都市部だけでなく山間

部などにおいても構築できるようになっている．しかし，

被災情報提供システムは避難所間での被災者の安否情報提

供システムであるため，被災地域内の被害状況を人々の情

報のみに依存し，各民家などの被害状況を正確に把握でき

ない．

各国での大規模災害の被害を受けて，災害発生時にお

ける情報の管理・共有を目的として開発されたツールに，

Ushahidi [9]と SAHANA [10]がある．また，文献 [11]は災

害管理における報告書で，コンピュータサイエンスを背景

に管理の現状と災害時のデータ解析，今後の研究の指針な

どについて述べられている．
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3. スマートホームネットワークの構築

3.1 スマートホームネットワークの目的

本システムは，平常時にはセンサが周囲の環境情報を収

集することで家庭内に存在する家電製品，人の出入り，防

犯システムなどをホームサーバにより一律に制御するス

マートホームとして，災害時にはホームサーバが周囲の

ホームサーバと無線通信によるアドホックネットワークを

形成するノードとして動作する．特に地震時においては，

緊急地震速報により数秒程度前に地震を検知し，ドアや窓

の開放，火元やガスの元栓の処理などの災害対策をあらか

じめ行う．これにより，火事や生き埋めなどの二次災害を

防止することにつなげることができ，ユーザは自身の安全

確保にのみ集中するだけでよくなる．

スマートホームネットワークは，都市部の住宅街に構築

することが望ましいネットワークである．これは，スマー

トホームネットワークの性能を十分に発揮できるだけの

ホームサーバ密度が必要なためである．また，スマート

ホームネットワーク形成時には無線の通信範囲を考慮して，

等間隔でホームサーバを設置することが理想である．しか

し，実際には都市部の住宅街でもホームサーバを置くこと

のできない場所が存在する．たとえば，公園・道路などの

公共機関，工場・ショッピングセンタなどの民間企業がそ

れぞれ管理する場所である．安定したスマートホームを構

築するためには，この問題を解決する必要がある．そこで，

各家庭にホームサーバが一定以上普及していることを想定

して，公共機関や民間企業が管理する場所にホームサーバ

間の通信を補助する中継機を導入する．これにより，ネッ

トワークが分断されるのを防ぐことができ，都市部だけで

なく地方でもある程度スマートホームネットワークを形成

する環境を構築することができる．さらに，中継機のいく

つかは外部ネットワークへアクセスできるようにすること

で，ネットワークが孤立してしまわないようにする．これ

は災害時に，被災地域内で安否確認や被災状況などの情報

取得するためにも重要である．

本研究では，特に大震災時におけるスマートホームネッ

トワークの活用に焦点をあてている．これはスマートホー

ムネットワークが交通機関が遮断され，公共機関やセキュ

リティ会社からの救援が期待できないような状況での利用

を想定しているためである．実際に阪神・淡路大震災にお

いても，多くの家屋倒壊による生き埋め被害者が，地域の

一般人に救助されている．しかし，生き埋め被害者の位置

を特定するための情報は，伝聞と被害者自身の助けを呼ぶ

声であったことから，救助活動は非常に難航した．そこで，

スマートホームネットワークを用いて救助要請MAPを作

成することにより，各地域での災害時の相互支援活動を助

け，迅速かつ円滑な救助活動に貢献することを目指す．

3.2 スマートホームネットワークの構成

スマートホームネットワークは，各家庭のホームサーバ

を P2P方式で相互接続することで構成される．基本的に

は中央サーバを必要とせず，それによる許容ユーザ数の限

界がないため，災害耐性や拡張性が高く安価に構築する

ことができる．スマートホームネットワークでは，各隣接

ノードが物理的に近距離であるという点において，従来の

P2Pネットワークとは異なっている．各ホームサーバは，

スマートホームネットワーク参加時に入力する地域情報に

よって，近隣のホームサーバとお互い認識する．無線 LAN

で相互通信が可能な範囲および一定距離のホームサーバを

隣接ノードとして位置づけることで，有線の P2Pネット

ワークとは別に無線によるアドホックネットワークを構築

し，災害時通信などに利用する．

地震災害時において大きな問題となるのは，停電により

電力の供給が止まることである．従来のスマートホームに

おいては，独立に動作するための電力供給機能は備わって

いない．そのため，提案システムでは新しくバッテリ機能

を導入する．バッテリには UPS（無停電電源装置）を利用

しており，ホームサーバ，各種センサ，ネットワーク HUB

および無線 LANを 3日程度連続で動作させるだけの容量

を持つことが望ましい．さらに，バッテリ駆動時には消費

電力を抑えることで稼働時間を延長することができる．し

たがって，ホームサーバはバッテリの状況に応じて，緊急

ネットワークとしての通信，ホームサーバどうしの情報共

有，センサ情報の取得などのタイミングや規模について優

先度を考慮して適宜調節する．

本システムの通信について，本研究においてはアプリ

ケーション層で設計することを想定している．トランス

ポート層で設計することもできるが，センサ情報の通信や

緊急地震速報についてもアプリケーション層を利用してい

るため，アプリケーション層で設計を行う．そのため，下

位層である TCP/UDPについては想定しておらず，それ

ぞれのホップ数の計測の違いについても考慮していない．

本システムの構成要素を以下にまとめる．

• ホームサーバ
ホームサーバは常時電源ON状態で動作することを

想定している．従来の P2Pネットワークとは異なり，

ホームサーバの脱退が生じれば，災害などによる何ら

かの故障または障害の発生を推測できる．ホームサー

バは通常回線によるインターネット通信に加えて無線

LAN機能も備えるようにしており，災害時に在宅情

報や各種センサ情報などを他のホームサーバに送信す

るために利用する．

• モバイル端末
モバイル端末とは，無線 LAN機能を持つ小型周辺

機器のことで，スマートフォンなどのモバイル機器や

各種 PDAを指す．近隣のホームサーバと直接通信に
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より救助要請MAPを取得することができ，それを基

に救助を必要としている人の場所を特定することが可

能である．

• 中継機
中継機は，ホームサーバ間の通信を補助する．また，

スマートホームネットワークが外部から孤立しないよ

うにいくつかの中継機に外部ネットワーク接続が可能

な中継機（以下，WAN中継機）を設置することによ

り，被災地から外部の情報を取得したり外部から安否

情報を確認したりすることなどができる．中継機の電

源には太陽電池やバッテリを利用することで，地震に

よる停電時においても問題なく動作が可能である．

• 緊急地震速報
緊急地震速報は気象庁が導入している，地震発生を

知ることができるシステムである．このシステムは，

初期微動（P波）と主要動（S波）の伝搬速度の差を利

用しており，P波を検知することで震度や地震到着時

間の予測することで，数秒から数十秒間 S波による本

震への何かしらの対策を講じることができる．本提案

では高度利用者向け緊急地震速報も採用しており，一

般向けのものと異なり，速報が複数回送信されそのた

びに信頼性が向上する．これを利用して，ホームサー

バはスマートホームネットワークを構築する支援が可

能である．

3.3 災害時の救助要請MAP

地震時における被災者の救助は非常に重要である．しか

し，過去の地震災害において，救助活動は助けを呼ぶ声や伝

聞でしか被害者の位置を特定することができないという問

題がある．そこで本提案では，スマートホームネットワー

クを用いて救助要請者の有無を推定し，救助要請MAPを

作成する．本システムで作成される救助要請MAPは，モ

バイル端末などを用いて表示することができる．救助要請

MAPの作成には，次に述べる救助要請MAP作成情報を

用いる．

3.3.1 救助要請MAP作成情報

救助要請の予測はホームサーバがそれぞれ共有した情報

を基に行う．救助要請は，信頼性の高さによって数段階に

クラス分けされる．救助要請を予測する際に必要な情報に

ついて以下に示す．

• 救助要請情報
実際に被害にあっている人または付近にいる人が，

スマートホームネットワークを用いて送信する直接

救助要請情報である．これは予測を含まない最も優先

度の高い情報である．人が直接入力するため，特に信

頼性がある情報でもある．しかし，誤入力などによる

情報がMAP作成に悪影響をおよぼす可能性もあるの

で，誤情報の訂正機能などによって補完できるように

する．

• 在宅情報
人感センサなどによって得られる人の存在を確認す

る情報であり，スマートホームでは在宅情報を管理す

ることができる．この情報はプライバシ情報であり，

緊急時のみ他のホームサーバと情報共有することがで

きるようになる．緊急地震速報によって地震発生を知

ることができた場合は，その段階から在宅情報を取り

扱うことが可能になるため，救助要請MAPの信頼性

を向上させることができる．

• センサ情報
スマートホームに備わっている傾きセンサや火災セ

ンサなどの各種センサ情報のことである．各種センサ

において異常値を観測した際に，近隣のホームサーバ

へ情報を送信する．異常値の観測されたホームサーバ

は，在宅情報から人の存在が確認された場合には救助

要請が必要であると予測する．

• 離脱情報
ホームサーバが，近隣ホームサーバとのアドホッ

クネットワークから離脱したことを示す情報である．

ホームサーバは常時電源 ON状態でネットワークに接

続されているため，ネットワークからの離脱は何らか

の機能に異常があると考えられる．特に無線 LAN接

続ができなくなった場合，物理的破損が起きている可

能性が高い．よって，ホームサーバの離脱情報が確認

されると，離脱したホームサーバが緊急地震速報受信

後，本震直前までに送信していた在宅情報を基に救助

が必要か判断する．つまり，ホームサーバの離脱直前

に人の存在が確認された場合，救助要請が必要と判断

する．

• 救助完了情報
被災者の救助が完了した後にモバイル端末などで送

信された報告を，各ホームサーバに送信するための情

報である．各ホームサーバは救助完了情報を受信した

場合，その位置情報を救助要請MAPから消去する．

• 座標情報
ホームサーバの位置を把握するための情報であり，

これにより救助要請MAPの表示場所を指定する．位

置測位ができればどのようなものでもかまわないが，

一般的に普及している GPSによる測位情報を扱うこ

とを想定する．GPSは座標情報を高精度の測位を行

うことも可能だが，情報量が多く通信遅延や消費電力

についての考慮は必要である．

表 1 にホームサーバ間で直接通信が必要な救助要請

MAP 作成情報とそのデータ量を示す．離脱情報は直接

ホームサーバ間で通信できないことを確認することで把握

できるため，表 1 では必要ない．座標情報について，経緯

度をそれぞれ 2桁ビットで設定している．これは GPSの
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表 1 ホームサーバ間で共有する救助要請 MAP 作成情報

Table 1 Rescue Request MAP information to be shared between home servers.

救助要請 MAP 作成情報 情報量 [bit] 内容

救助要請情報 1 ON(1)/OFF(0)

在宅情報 4 0～15 人までカウント可能

センサ情報（最大 7 台） 7 各種センサ：ON(1)/OFF(0)

救助完了情報 1 ON(1)/OFF(0)

座標情報 51 経度：26 [bit], 緯度：25 [bit]

仕様の 1つであり，地球の円周および経度 26ビット（緯度

25ビット）で座標情報を割り振った場合に，座標間の精度

が約 60 cm *1まで表現できるためである．実際には，各家

庭に 1台あるホームサーバの位置情報の取得に座標情報を

利用するため，精度は 1住宅の面積で十分であるが，ロカ

ポ*2[12]と呼ばれる位置情報コードなどの利用も考慮して

十分に大きく設定している．

表 1 より，最低 64 bit必要であることから，本研究では

単一ホームサーバの救助要請 MAP作成情報は 8 Byteと

する．また，他のホームサーバからの情報をマルチホップ

するため複数台分の情報を送信する必要がある．各ホーム

サーバは，500 m四方の世帯数を考慮した 2,000台程度*3の

情報を通信すると仮定している．ただし，ホームサーバは

最大で 10,000台と情報共有できるものとしている．

救助要請MAP作成情報の通信頻度は，状況に応じて考

慮する必要がある．スマートホームネットワークが構築さ

れた後，救助要請MAP作成情報を各ホームサーバ間で共

有するときには，高頻度の通信が必要である．この通信で

は，迅速な情報共有のために秒単位の頻度で行う必要があ

るが，各ホームサーバの 1通信における情報量は少ないた

め通信負荷も許容できると考えられる．また，情報共有に

より救助要請MAPがある程度完成すると，各ホームサー

バの情報や救助完了情報の送信などは比較的少ない通信頻

度でもかまわない．したがって，本研究ではシステム全体

における通信頻度による影響は少ないと想定できる．

3.3.2 システムモデル

救助要請MAPの作成の際に用いられる通信方式，およ

びモバイル端末による救助要請MAP取得時の通信方式は，

ピュア型 P2Pである．災害時において，緊急モードに移行

したホームサーバは救助要請MAPの作成を開始する．ス

マートホームから取得したセンサ情報が火災などにより異

常値を示した場合，隣接ノードへ情報を送信する．また，

ホームサーバは定期的に隣接ノードとのコネクションを確

*1 地球の赤道半径 6,378 km（円周 40,075 km），極半径 6,356 km
（円周 39,940 km），経度範囲 360 度，緯度範囲 180 度として，
（経度の精度）=（赤道円周）/ 226（26 ビット），（緯度の精度）
=（極円周の半分）/ 225（25 ビット）より算出．

*2 ロカポ（LocaPoint）とは，災害時の救助活動における緯度経度
情報の伝達ミスを抑止することを最大の目的として開発された位
置情報コード（経緯度ともに 25 ビット）である．

*3 大阪市阿倍野区の単位面積（1 km 四方）の世帯数が 8,000 程度
（表 2 参照）．

認することで，通信ネットワークからの離脱情報を得る．

救助要請MAPの作成において，各家庭のホームサーバ

には，あらかじめ周囲の地図情報を備えたMAPを持って

いる．しかし，市全体や区全体などの大規模な地図を各

ホームサーバが作成するのは，通信負荷なども考慮する

と現実的ではない．そこで，情報発信源から一定距離を超

えた場所にデータ保護以外の目的で救助要請MAP作成情

報が送信された場合や，パケットの有効期限を示す TTL

（Time To Live）が切れた場合にその情報を削除すること

で，救助要請MAPはその地域に応じたMAPとなる．そ

のため，各ホームサーバが作成するMAPデータのサイズ

および救助要請MAP作成情報の送信範囲は，TTLで届け

ることができる範囲までに抑える必要がある．

ホームサーバは，地震の発生前後で共有した救助要請

MAP作成情報を基に被災者の位置を予測する．予測によ

り被災者の位置を特定すると，その位置情報などをMAP

上に救助要請情報として表示する．ただし，表示に利用す

る情報が多くなるとシステム全体の通信負荷が増大するた

め，状況に応じて表示する情報は調整する．

救助者はモバイル端末により，各ホームサーバが作成し

た救助要請MAPを取得する．また，複数のホームサーバ

からMAPを取得することで，モバイル端末は地域ごとの

情報を統合することができる．救助者は救助要請MAPを

頼りに被災者の救助を完了すると，モバイル端末により

ホームサーバに報告することで救助要請MAP上から救助

要請情報を消去し，近隣のホームサーバにその情報を送信

する．これにより，リアルタイムで被災者の位置を表示す

ることができる．

3.4 災害時での動作・機能

災害時における，スマートホームネットワークの動作・機

能，特に地震が発生した場合における動作例について説明

する．ホームサーバは，高度利用者向け緊急地震速報を受

信することで地震を検知する．ユーザの在宅時における緊

急地震速報を受信した場合の動作について述べる（図 2）．

( 1 ) 初回の緊急地震速報を受信すると，ホームサーバが窓

の開放，火元やガスの元栓の処理などのプライバシ情

報が守られる範囲内で災害対策を自動で行う．周囲の

ホームサーバとコネクションの確認をする．
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( 2 ) 一般向けの緊急地震速報を受信すると，ドアの開放も

しくはロックの解除などのプライバシ情報を含む災害

対策を行う．また人感センサから得られる在宅情報を，

隣接するホームサーバやあらかじめ決定されている遠

隔地のホームサーバへ送信して情報の共有を行う．こ

のとき，地震によりインフラが停止するまでは，ホー

ムサーバどうしの通信をできる限りインターネットな

どの通常回線により行う．

( 3 ) 地震発生後，停電などで有線ネットワークが使えなく

なると，アドホックネットワークを構築して周囲の

ホームサーバとコネクションを確立する（図 3）．ア

ドホックネットワークを利用して在宅情報や各種セン

サ情報を送受信し，救助要請MAPの作成を続ける．

( 4 ) 隣接するホームサーバに在宅情報や各種センサ情報を

送信する．ホームサーバは共有した情報を基に救助要

請MAPの作成を始める．MAPの作成中も隣接する

ホームサーバとの接続確認を定期的に行う．

( 5 ) 救助要請に該当する情報を観測，もしくは他のホーム

サーバから受信した場合，隣接ノードへ転送する．そ

の際，1度転送したデータと同様のデータを受信した

場合は転送を行わない．

( 6 ) モバイル端末は救助要請MAPを無線 LAN機能によ

図 2 緊急地震速報を受信した場合

Fig. 2 A case of receiving the Earthquake Early Warning.

図 3 アドホックネットワークの構築

Fig. 3 Construction of Ad-hoc networks.

り取得する．

4. 性能評価

性能評価として，実測実験およびシミュレーションによ

り提案システムの有効性を示す．

4.1 実測実験

本研究における実測実験は，シミュレーションでのホー

ムサーバや中継機の通信可能範囲を設定するために行う．

つまり，システム全体としての評価ではなく，シミュレー

ションをより実環境に近づけるための予備実験として実施

している．本実験では，エリアは都市部の住宅街であり，

地震発生により周囲は停電していると想定している．その

ため，周囲の無線機器は停止しており，住宅街のような多

数の無線機器が存在しているようなエリアでも無線の混信

の影響はないものとしている．実測実験では pingにより，

端末間の通信可能距離およびその通信時間を基に，ホーム

サーバや中継機の通信可能範囲を測定する．

4.1.1 実験環境

実機モデルを，図 4 に示す．本実験では，実験サーバと

してOpenBlockS600 [13]を利用し，外部機器により，無線

LAN機能，停電時用バッテリを付加している．無線 LAN

の通信規格は IEEE 802.11b/gに設定しており，伝送速度

は動的（最大 54 Mbps）である．また，無線 LAN機器や

通信規格について，実験サーバに対応しているものであれ

ばどれを利用してもかまわないが，本実験では corega製

の CG-WLUSBNM を利用している．バッテリには UPS

（APC RS XL 500）を利用し，ホームサーバが常時通信し

た場合にどのくらい稼働できるかを事前に測定したところ，

半日間の動作は可能であることが分かった．本研究では各

種センサなどの動作もバッテリにより実現することを目標

としているため，現段階でのバッテリ容量では不十分であ

る．しかし，電気自動車などの技術発展にともない動作時

間や容量は改善されていくものと思われる．また，太陽光

図 4 実機モデル

Fig. 4 Acutual equipment model.
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図 5 室内–屋外–室内実験モデル

Fig. 5 Experimental model of Indoor-Outdoor-Indoor.

発電などによる自家発電システムの導入によって，地震後

においてもある程度の電力供給ができる可能性もあり，今

後の展開に影響されると考えられるため現時点でこれ以上

は言及しない．

実験は 2011年 12月の昼間に大学キャンパスで実施して

いる．この日を選んだ理由は法定停電の日であり，キャン

パス内の無線環境がすべて停止している状態になるためで

ある．したがって，同等の条件を構築するのは困難である

ため，本実測実験は 1度のみとしている．当日の天候は曇

り，実験時の屋外気温は 10度，室内気温は 13度である．

4.1.2 実験方法

屋外，室内–屋外–室内について，サーバ 2台間での通信

実験を行う．各実験の詳細について以下に述べる．

• 屋外
本実験は，中継機間の通信を想定している．実験は

見通しの良い場所で行っており，周囲に障害物が存在

しないようにしている．通信距離は 10 mから 10 m間

隔で変更し 60 mまで測定している．これは使用した

無線 LANは想定電波干渉距離を 40 mとしているが，

その追認実験として 1.5倍の範囲まで考慮しているた

めである．

• 室内–屋外–室内

一戸建て家庭のホームサーバどうしの通信を想定し

ている．室内はともに鉄筋・コンクリートで構成され

ており，サーバは図 5 のように壁際に配置しており，

サーバ間の直線上にある障害物は窓ガラスのみである．

図 5 のように離れた位置にある室内に設置し，10 m

から 5 m間隔で変更し 30 mまで測定する．

各実験において pingコマンドによる各 pingの通信完了ま

でに要した応答時間の測定を行う．pingは 100回送信する．

パケット送信量は 2,048Byte（2 KByte）から 16,384Byte

（16 KByte）まで 2 KByte間隔で測定しているが，pingで

のヘッダを付加しているため 8 Byte足されている．また，

本実験において救助要請MAP作成情報における単一ホー

ムサーバの通信情報量は 8 Byteとしているが，マルチホッ

プ通信により 2,000台程度の情報を 1度に通信することを

想定している．

図 6 屋外での通信時間

Fig. 6 Experimental result of communication range by

Outdoor (Response time).

4.1.3 実験結果

各実測実験での結果を示す．図 6 に，屋外における

ping100回の通信時間のグラフを示す．各通信距離におけ

る通信時間を，横軸は pingのパケット送信量，縦軸は平均

応答時間により表している．図 6より，10 m，20 m，30 m，

50 mのそれぞれの結果について，平均応答時間はパケット

送信量に比例してしていることが分かる．40 m，60 mにつ

いても値にばらつきがあり，自動車や人が頻繁に通過した

影響が考えられるが，4 KByte，12 KByteでの結果を除け

ばパケット送信の増加により平均応答時間が増加している

といえる．

図 6 の実験結果から，本シミュレーションの中継機間

の通信範囲は 50 mとする．この理由として，50 mでの伝

送速度がある程度高い状態で通信できていることがあげら

れる．本シミュレーションでは都市部を想定しているため

2,000台以上のホームサーバが存在することが考えられ，そ

れに比例してパケット送信量が増加するためである．50 m

での 16 KByteの平均応答時間は 40.5 msであり，伝送速

度は 6 Mbps以上であると類推されることからも十分通信

が可能であると判断した*4．

図 7 に，室内–屋外–室内における ping100回の通信時間

のグラフを示す．各通信距離における通信時間を，横軸は

pingのパケット送信量，縦軸は平均応答時間により表して

いる．図 7 より，各距離の結果について，平均応答時間は

ほぼパケット送信量に比例していることが分かる．

図 7 の実験結果から，ホームサーバ間の通信範囲は 30 m

とする．この理由として，障害物の影響で 30 m以上での

通信ができなくなったことがあげられる．また，30 mで

の 16 KByteの平均応答時間が 50 ms弱であり，伝送速度

は 5 Mbps以上であると類推されることからも十分通信が

可能であると判断した．

以上から，シミュレーション実験で想定するホームサー

*4 (応答時間) = 2 * (パケット送信量)/(伝送速度)
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図 7 室内–屋外–室内での通信時間

Fig. 7 Experimental result of communication range by

Indoor-Outdoor-Indoor (Response time).

バと中継機の通信範囲を実測実験により導出した．

4.2 シミュレーション実験

本研究におけるシミュレーションは，一般家庭にスマー

トホームがどの程度普及すれば，安定した通信を維持す

ることができるかを定量的に検討するために行う．また，

ネットワークを形成する地域において，スマートホームを

導入できない場所への中継機の設置を考慮することでより

現実的な状況を想定している．さらに，携帯端末ユーザの

情報取得範囲から，救助要請MAP収集のための定量的な

評価を行う．実測実験により得られた結果を基に，災害時

の無線によるアドホックネットワークにおける通信シミュ

レーションを，以下に示す特性について行う．本研究では，

Javaにより独自に実装したシミュレータによりシミュレー

ションを行う．

( 1 ) 接続率特性

接続率特性とは，停電時もしくは回線の輻輳によっ

て有線ネットワークが利用できない状況において，通

信範囲，中継機の設置率，ホームサーバの普及率を考

慮したうえでホームサーバのネットワークへの接続率

を表す特性である．この特性によって，どの程度の普

及率があれば通信を維持するために必要な接続率が得

られるかを示すことができる．

( 2 ) 情報取得率特性

情報取得率特性は，地域内のモバイル端末を保持す

るユーザがどのくらいの規模の情報を取得できるかを

表す特性である．この特性は，一定時間ユーザが地域

内を自由に歩き回りホームサーバから情報をどの程度

取得できるかを測定することで，ユーザが取得できる

救助要請MAPの範囲を示すことができる．そのため，

各ホームサーバ間では情報共有により救助要請MAP

は作成済みであり，シミュレーション中は情報の更新

はないものと仮定している．そこで，ホームサーバの

情報更新は 1 時間ぐらいはないものと想定して，シ

ミュレーション時間にしている．ユーザの移動は，ラ

ンダムウォーク [14]の概念を基にしている．

4.2.1 シミュレーションの設定

シミュレーションモデルは，大阪府大阪市阿倍野区と神

奈川県横浜市旭区の住宅街をモデルとしており，約 1 km四

方の範囲をシミュレーションエリアとしてシミュレーショ

ンを行う．シミュレーションエリアの選定基準は，都市部

の住宅街であり，公園や主要国道などホームサーバを設置

できない場所が適度に存在していることである．本シミュ

レーションでは実際に阿倍野区と旭区のマップ*5を利用し

ており，ホームサーバの設置場所，通信距離などはピクセ

ル*6を基準に判定している．シミュレーションエリア内の

世帯数を区の面積と世帯数 [15]から計算*7によって求めて

いる．この世帯数は，範囲内に設置できるホームサーバの

最大数として普及率を求める基準としている．シミュレー

ションにおけるパラメータを表 2 に示す．シミュレーショ

ンに利用する各パラメータについて説明する．

• ホームサーバ通信範囲
各家庭のホームサーバが可能な通信範囲であり，実

測実験（室内–屋外–室内）の結果から半径 15 m，30 m

としている．また，シミュレーションでは半径 50 m

での場合についても測定し，性能を比較する．

• 中継機最大設置数およびWAN中継機

中継機どうしが可能な通信範囲であり，実測実験

（屋外）の結果から半径 50 mとしている．中継機の設

置は必要最低限することが望ましいため，中継機どう

しの間隔はある程度大きくする必要があるが，通信範

囲限界まで間隔を広げると図 8 のように必要な中継

機の設置ができない可能性がある．そこで予備実験と

して，図 8 のような問題を発生させずに必要数の中継

機を設置できる最適な中継機どうしの間隔を測定して

いる．その結果から，中継機どうしは通信可能範囲の

70%（35 m）以上離れるように設定している．よって，

この設定で設置できる中継機の数を表 2 の中継機最大

設置数として設定する．

また，2台の中継機をWAN中継機としており，こ

れらの通信範囲などの仕様は他の中継機と同じであ

る．これも事前の予備実験から，2台以上設置しても

結果に差がなかったためであり，WAN機能を備える

分のコストがかかることを考慮して数量は最小にして

いる．

• ユーザ移動速度
情報取得率特性を測定するときのパラメータであ

り，モバイル端末を保持するユーザの移動速度を示し

*5 国土地理院（http://www.gsi.go.jp/）より入手
*6 1 ピクセル = 約 1.2 m 四方（人間の平均移動速度を基準）
*7 (ホームサーバ設置最大数) = (区の世帯数)/(区の面積)
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表 2 シミュレーション実験のパラメータ

Table 2 Parameters in simulations.

項目 阿倍野区（大阪） 旭区（神奈川）

シミュレーション範囲 約 1 km 四方 約 1 km 四方

世帯数（範囲内） 8,000 3,100

WAN 中継機 2 台 2 台

ホームサーバ通信範囲（半径） 15 m, 30 m, 50m 15 m, 30 m, 50 m

中継機通信範囲（半径） 50 m 50 m

中継機最大設置数（公共機関・民間企業） 190 台 140 台

中継機最大設置数（公共機関のみ） 120 台 120 台

図 8 中継機どうしの間隔を大きくとりすぎた場合

Fig. 8 The case of too large distance between repeaters.

ている．実際に被災者の探索を行うときは，徒歩であ

ると考えられるため，人間の徒歩による一般的な速度

で設定する．本シミュレーションでは，ユーザ移動速

度は 1.2 m/sで設定しており，ユーザの行動は自己回

避ランダムウォークに従うものとしている．

• 自己回避ランダムウォーク
本シミュレーションでは自己回避ランダムウォーク

と呼ばれるランダムウォークを利用する．自己回避ラ

ンダムウォークの動作を図 9 に示す．ランダムウォー

クで選択される方向は，図 9 で示されるような 4方向

であるため，ユーザの移動は基本的に 4方向のみであ

る．移動方向はランダムに選択されるが，自己回避ラ

ンダムウォークに従って，直前に選ばれた方向と逆方

向になる場合は別の方向になるよう再選択する．また，

ユーザの移動歩数は選択された方向ごとに最小値は 1

ピクセル，最大値は 100ピクセル（地図サイズの約 1

割）とし，この歩数もランダムに選択する．ただし，

選択方向が連続する場合，最大値以上に同方向に移動

することもある．シミュレーションにおいて，建物は

倒壊していると仮定して，ランダムウォークにより決

定した進行方向には自由に移動できるものとする．

• モバイル端末の通信条件
モバイル端末の通信条件として，通信範囲，通信周

期，複数ホームサーバ通信時の選択方法の 3つがある．

図 9 自己回避ランダムウォークによるユーザの行動

Fig. 9 The user behavior according to the self-avoiding random

walk.

モバイル端末の通信範囲はホームサーバの通信範囲と

同様としており，これは障害物の考慮をふまえて条件

に大差がないためである．通信周期は，情報取得率特

性におけるモバイル端末とホームサーバの通信間隔の

ことであり，本シミュレーションでは 1 sに設定してい

る．これは実測実験において，ホームサーバ約 2,000

台分の情報（16,392Byte）を送信しても平均応答時間

が 100 ms未満であったことから，周期を 1 sにすれば

十分に通信が可能であると判断したためである．モバ

イルの通信範囲内に複数のホームサーバが存在する場

合，信号強度が 1番大きいホームサーバと通信するも

のとする．各ホームサーバの信号強度は通信距離が短

いほど大きくなると仮定し，複数のホームサーバが同

距離の場合はその中からランダムで 1つ選択するもの

とする．

実際にシミュレーションに使用した地図を図 10と図 11

に示す．シミュレーションエリアには，公園や学校の周り

などのようなホームサーバを導入できないが中継機を設

置できる場所，車道上や駐車場などのような中継機も設置

できない場所がそれぞれ存在する．そのため各エリアを，

ホームサーバを設置できる場所（白），公共機関（赤）や

民間企業（黄）で中継機を設置できる場所，どちらも設置

できない場所（黒）に場合分けしており，地図上の色分け
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図 10 シミュレーションエリア（阿倍野区）

Fig. 10 Map of simulation area in Abeno-ku.

図 11 シミュレーションエリア（旭区）

Fig. 11 Map of simulation area in Asahi-ku.

によりそれぞれについて示している．中継機はシミュレー

ション範囲内にある程度の距離ごとに設置*8する．シミュ

レーションエリアに設置できる最大数を中継機最大設置数

とし，中継機の設置率の基準とする．

4.2.2 シミュレーションのアルゴリズム

シミュレーションのアルゴリズムを各特性について述

べる．

( 1 ) ホームサーバを設置できるエリア内にホームサーバを

ランダムに設置する．

( 2 ) 中継機ありの場合，中継機を設置できるエリア内に中

継機をランダムに設置する．先述のとおり，中継機間

の距離は 35 m（中継機通信範囲の 70%）以上離れるよ

うにする．

( 3 ) 接続率特性，情報共有率特性，情報取得率特性それぞ

れについてシミュレーションする．各特性のシミュ

レーションについて，ホームサーバや中継機の通信範
*8 詳細は，4.2.2 項参照．

囲は円状に均等と仮定する．

• 接続率特性
a. 中継機なしの場合は適当なホームサーバを選択

し，中継機ありの場合は適当なWAN中継機を

選択する．その通信範囲内にあるホームサーバ

や中継機（以下，ノード）を記憶する．

b. aで記憶したノードから 1つ選択し，その通信範

囲内にあるノードを記憶する．これを選択する

ノードがなくなるまで繰り返す．このとき，通

信範囲内にあるすべてのホームサーバ数をカウ

ントする．

c. 接続していないホームサーバまたはWAN中継

機が存在する限り，a，bを繰り返す．

d. 中継機なしの場合，エリア内での最大ホームサー

バ接続数（HSconnect）を求め，エリア内の設置

ホームサーバ数*9（HSset）を分母にした比率を

接続率（後述の式 (1)）とする．中継機ありの場

合，WAN 中継機と接続可能な合計ホームサー

バ数（HSWAN
connect）を求め，エリア内の設置ホー

ムサーバ数（HSset）を分母にした比率を接続率

（後述の式 (2)）とする．

• 情報取得率特性
a. 各ホームサーバおよび中継機について，接続率特

性と同様に通信範囲内のノードおよびそのノー

ド以降接続可能なノードを記憶することで，情

報共有できる範囲を確認する．

b. エリア内にランダムにモバイル端末を保有する

ユーザを 1人配置する．

c. ユーザのモバイル端末の通信範囲内にホームサー

バが存在する場合，ユーザは通信によりそのホー

ムサーバからの情報を取得する．このとき，ユー

ザはそのホームサーバの共有する情報（他のホー

ムサーバ情報も含む）を取得できるものとし，

ユーザが情報を取得したホームサーバ数をカウ

ントする．

d. ユーザの移動を，1 ピクセル/s（1.2 m/s）の移

動速度および自己回避ランダムウォークにより

行う．

e. シミュレーション時間を 1時間として，c，dを

1 s周期で繰り返す．

f. ユーザが情報を取得できたホームサーバ数

（GetHS）を求め，エリア内の設置ホームサー

バ数（HSset）を分母にした比率を情報取得率

（後述の式 (3)）とする．

各特性の 1回の結果は，以下の式で表される．

*9 (普及率)の比率を [0, 1]として，(設置ホームサーバ数) = (世帯
数) * (普及率)
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図 12 阿倍野区の接続率特性（中継機なし）

Fig. 12 Characteristics of connection rate in Abeno-ku

(without a repeater).

図 13 阿倍野区の接続率特性（中継機あり）

Fig. 13 Characteristics of connection rate in Abeno-ku

(with repeaters).

(中継機なしでの接続率) = HSconnect/HSset (1)

(中継機ありでの接続率) = HSWAN
connect/HSset (2)

(情報共有率) = GetHS/HSset (3)

各特性についてシミュレーションは 100回行い，得られ

たデータの平均値を結果とする．以上のアルゴリズムを，

接続率特性において表 2 のホームサーバ通信範囲，中継機

の設置数，ホームサーバ普及率の条件をそれぞれ変更して

測定する．同様に，情報取得率特性において表 2 のホーム

サーバ通信範囲，ホームサーバ普及率の条件をそれぞれ変

更して測定する．ただし，情報取得率特性については接続

率がある程度低い必要があるため，ホームサーバ通信範囲

の半径 50 mの場合については測定していない．

4.2.3 シミュレーション結果

まず，接続率特性について示す．図 12，図 13 は阿倍

野区における中継機有無による接続率のグラフである．ま

た，図 14，図 15 は旭区における中継機有無による接続率

のグラフである．各図ともホームサーバ通信範囲の半径ご

とにおける接続率特性を，横軸はホームサーバ普及率，縦

図 14 旭区の接続率特性（中継機なし）

Fig. 14 Characteristics of connection rate in Asahi-ku

(without a repeater).

図 15 旭区の接続率特性（中継機あり）

Fig. 15 Characteristics of connection rate in Asahi-ku

(with repeaters).

軸は平均接続率で表している．図 13，図 15 について，中

継機の設置台数はそれぞれ 190台と 140台である．図 12，

図 13，図 14，図 15 について，ホームサーバの通信範囲の

半径が広いほど，スマートホームネットワークに参加しや

すくなっている．特に，各図とも半径 15 mの場合は接続率

50%を超えることができず，旭区の場合は接続率が 5%に

も満たない．この理由として，阿倍野区に比べ同面積エリ

ア内の世帯数が少なく，1軒あたりの宅地面積が広いため

であることが考えられる．半径 50 mの場合は中継機の有

無にかかわらず普及率の上昇にともない接続率 100%に近

づいていることが分かる．半径 30 mの場合は，阿倍野区

において図 12，図 13 より中継機がない場合には接続率は

50%程度までの接続しか実現できないが，中継機の設置に

よって普及率の上昇にともない接続率は 100%に近づいて

いく．つまり，中継機を導入することでエリアを網羅した

ネットワークを形成できたことが分かる．阿倍野区と旭区

どちらの場合も，中継機を導入することで半径 30 mでも

普及率 50%において接続率は 95%を超えており，十分にシ

ステムを維持できると考えられる．また，どちらの結果も
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図 16 中継機による接続率特性

Fig. 16 Characteristics of connection rate by repeaters.

図 17 情報取得率特性

Fig. 17 Characteristics of information getting by mobiles in

3,600 seconds.

多少異なる点はあるもののほぼ特性は同じであるため，以

降のシミュレーションは阿倍野区のみ検討する．

図 16 に中継機設置率における接続率特性を示す．ホー

ムサーバ通信可能範囲は，半径 30 mである．図 16 より，

中継機の設置率が高いほど，普及率は 100%に近づくこと

が分かる．また，中継機設置率が半分になると大幅に接続

率が悪化している．つまり，エリア内には中継機を十分に

設置することで，高い接続率を得られることが分かる．

次に，情報取得率特性について示す．図 17 は 1回のシ

ミュレーション時間を 1 時間としたときのモバイル端末

ユーザの平均情報取得率のグラフである．ホームサーバ通

信範囲の半径ごとにおける情報共有率特性を，横軸はホー

ムサーバ普及率，縦軸は端末ユーザ平均情報取得率で表し

ている．図 17 と図 13 を比較すると，端末ユーザ平均情報

取得率が半径 15 mは全体的に，半径 30 mは普及率 20%以

内では接続率より増加している．シミュレーション時間

が 1時間であるため，増加量は顕著ではないがより多くの

ホームサーバの情報を取得できていることが分かる．しか

し半径 30 mの普及率 30%において，端末ユーザ情報平均

取得率が 95%以上になると変化はあまりない．これは孤立

図 18 単一ホームサーバの最大情報量

Fig. 18 The maximum amount of information getting from a

single home server.

したホームサーバをユーザが見つけ出すのが困難なためで

あると考えられる．

モバイル端末がホームサーバから取得する情報量は，各

ホームサーバが接続可能なホームサーバ数に 8 Byteを掛け

た値である．そのため，孤立したホームサーバからの情報

量は 8 Byteしかないが，多くのホームサーバと接続可能な

ホームサーバからの情報量は非常に多くなると考えられる．

図 18 に，ホームサーバ普及率およびホームサーバ通信範

囲におけるホームサーバからの最大情報量を示す．ホーム

サーバ通信範囲の半径ごとに，横軸はホームサーバ普及率，

縦軸は情報取得率特性測定時におけるホームサーバからの

最大情報量を表している．平均値ではなく最大値を求めた

理由は，シミュレーションエリア内での接続率が高いほど，

単一ホームサーバの情報量は多くのホームサーバどうしで

接続可能なグループ内のホームサーバ数分の情報量に近づ

くためである．図 18より，情報量はホームサーバ数に依存

するため，ホームサーバ普及率が大きくなるほど情報量も

増大することが分かる．通信範囲ごとに比較すると，通信

範囲が 15 mの場合，図 18 での最大情報量は低くなってい

る．これは図 13 から，普及率が高くなっても接続率が低

いことが原因であると考えられる．また，通信範囲が 30 m

の場合，普及率が 50%を超えると線形に情報量が増えてい

る．これは図 13 から，ホームサーバの通信範囲 30 mにお

いて普及率が 50%あれば，接続率をほぼ 100%になるため

である．さらに図 18 から，普及率が低いほど単一ホーム

サーバの最大情報量は少なくなるため，本シミュレーショ

ンでは普及率 50%のときにできる限り少ないホームサーバ

数で情報取得率をほぼ 100%にできていることが分かる．

4.3 考察

シミュレーションの結果について考察する．

( 1 ) 接続率特性

接続率特性では，通信範囲が広がることで大幅に改
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善されることが分かった．本研究ではシミュレーショ

ンエリアに実際のマップを利用したため，ホームサー

バが配置できないエリアが存在し，中継機の導入を

行わなければ十分な接続率を確保できないことが分

かった．

現在の一般的な無線 LANは，各家庭のホームサー

バ間にある障害物も考慮すると 30 m程度である．通

信範囲が半径 30 mの場合，中継機がなければ普及率

100%において全ホームサーバの 50%程度としか接続

できないが，中継機がある場合は普及率 50%を超えれ

ばほぼ全ホームサーバとの接続が可能となる．これは，

シミュレーションを行った大阪府大阪市阿倍野区，神

奈川県横浜市旭区の両エリアで同様の特性が見られた

ことから，全体の半分の普及率を確保することにより

システムを維持することができるといえる．ただし，

本シミュレーション実験では通信範囲は円状で均等に

広がるとしているが，実際の通信では周囲の障害物，

起伏など高低差の激しい場所などの影響に依存した通

信範囲になることが多い．そのため，この点を考慮し

たさらなる検証が必要であると考えられる．また，通

信範囲は無線 LAN技術の発展だけでなくアンテナを

設置することなどによってさらに向上すると考えられ

るため，あわせて検討する必要がある．

中継機の設置について，公共機関のみの協力に比べ

て民間企業の協力がある方が特性は良くなった．し

かし，中継機設置率の増強による変化の方が，より大

幅に特性を改善できることが分かった．さらに，外部

ネットワークにアクセスできるWAN中継機は 1 km2

あたり 2台程度設置することでほとんどのホームサー

バがアクセスすることができるようになることが分

かった．

( 2 ) 情報取得率特性

情報取得率特性では，モバイル端末を保有するユー

ザが自由に移動する場合でも，より多くのホームサー

バ情報を取得できることが分かった．しかし，一部の

孤立したホームサーバが存在し，そのようなホーム

サーバからはほとんど情報を取得できなかったのでは

ないかと考えられる．また，情報更新を行わない状況

を仮定したので，シミュレーション時間は 1時間しか

測定していない．しかし，この時間を大きくすれば情

報取得率特性はさらに向上させることができると考え

られる．

単一ホームサーバからモバイル端末への情報量は，

単一ホームサーバへの接続数と接続率に大きく影響す

る．接続率が大きいほど単一のホームサーバから取得

できる情報量が増えて短時間で情報を取得できるが，

必要以上にホームサーバ数があると無駄に情報量が増

大してしまう．単一ホームサーバでの情報共有範囲や

情報共有数の設定を適切にすることで，ネットワーク

への負荷を減らすことができると考えられる．

本シミュレーションにおいて，モバイル端末は 1秒

周期で通信を行っているが，実際はバッテリなどを考

慮した通信周期の設定が必要である．

5. おわりに

本研究では，スマートホームにおけるホームサーバを利

用した地震災害時緊急用ネットワークのスマートホーム

ネットワークを実現するため，ネットワーク上でのデータ

配信手法について提案した．また，シミュレーションによ

りどの程度の普及率があれば提案システムが十分な動作を

行えるかを定量的に評価し，スマートホームネットワーク

の有効性を示した．さらに，救助要請MAPの有効性を示

すため，情報取得率特性により救助要請MAPの取得範囲

についてそれぞれ評価した．シミュレーション実験におけ

る無線通信範囲を設定するため，予備実験として実機 2台

を利用して無線 LAN通信の実測実験を行った．本シミュ

レーションでは，実際の地図を利用したことでホームサー

バを設置できない場所などを考慮したより正確なシミュ

レーションを行うことができ，ホームサーバが設置できな

い場所の通信問題は中継機を導入することで解決できるこ

とが分かった．さらに，ユーザが自由に行動した場合でも

より広い範囲の救助要請MAPデータを取得することが可

能であることを示した．

今後の課題として次のようなものがあげられる．

• 在宅情報の取得
各家庭のホームサーバは人感センサにより在宅情報

を取得するが，誤差が発生すると救助要請MAPが正

確に作成されなくなることが考えられるため，在宅情

報を取得する方法について検討する必要がある．今後，

人感センサを研究室内に導入して室内の入退室を観測

する実験を行うことで，実際には人数の誤差がどの程

度現れるかを調べる必要がある．

• スマートホームネットワークの実装
実機台数を増やしてアドホックネットワークを構築

し，スマートホームネットワークの実装を行う．また，

ホームサーバが救助要請MAPを作成するために必要

なネットワーク内での一般的な通信のタイミングや規

模，各ホームサーバが作成するMAPのサイズの定量

化についてはネットワークの実装とともにさらなる検

討が必要であると考えられる．他にも，無線センサの

導入，ホームサーバによる情報管理・共有，救助要請

MAPの作成・取得などがある．

• バッテリの検討
スマートホームネットワークの実現には，停電時に

おいてもスマートホームが十分に稼働できることが重

要である．72時間程度の稼働時間が望まれるが，現状
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のままでは容量が不十分である．また，実際にはホー

ムサーバの電力以外にも各種センサなどを含めた各種

機器への電力供給の確保が必要となるため，より大き

な容量を確保することができるバッテリを検討する必

要がある．さらに，提案システムの省電力化や，太陽

光発電など地震後も電力供給可能なシステムの導入に

ついて検討する必要がある．
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